
東伊豆町生きる支援推進計画の策定及びパブリックコメントの実施結果について 

 

１、計画の趣旨 

2006 年（平成 18 年）10 月に自殺対策基本法が制定された以降、“個人の問題”

と認識されがちであった自殺は広く“社会の問題”として認識されるようになり、国

を挙げて自殺対策が総合的に推進され、2006 年（平成 18 年）と、コロナ禍以前の

令和元年の自殺者数を比較すると、男性は 38％減、女性は 35％減となっており、

自殺者の総数も３万人台から２万人台に減少するなど、一定の効果があったと考

えられます。しかし、自殺死亡率は依然として先進国（Ｇ７）より高く、自殺者数

も毎年２万人台で推移しております。さらに 2020 年（令和２年）には新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響等で、自殺の要因となり得る様々な問題が悪化したこ

となどにより、自殺者数は 11 年ぶりに前年を上回りました。令和４年には男性の

自殺者数も 13 年ぶりに増加し、小中高生の自殺者数は自殺者の総数が減少傾向に

ある中においても、増加傾向となっており、楽観できる状態にはありません。加え

て令和３年の女性の自殺者数も２年連続で増加しており非常事態は未だ続いてい

ると言わざるを得ません。 

令和４年 10 月には自殺総合対策大綱が見直され、自殺総合対策の基本方針とし

て「生きることの包括的な支援としての推進」、「関連施策との有機的な連携による

総合的な対策の推進」、「対応の段階に応じたレベルごとの対策の効果的な連動」、

「実践と啓発を両輪として推進」、「関係者の役割の明確化と関係者による連携・協

働の推進」、「自殺者等の名誉及び生活の平穏への配慮」を踏まえて自殺対策を全庁

的な取り組みとして推進していくための計画と位置づけました。また当面の重点

施策として「子ども・若者自殺対策の更なる推進・強化」、「女性に対する支援の強

化」、「地域自殺対策の取組強化」、「総合的な自殺対策の更なる推進・強化」が掲げ

られました。 

このような国や県の動きに合わせ、本町においても自殺総合対策大綱の見直し

や、計画期間の満了に伴い新たに『東伊豆町生きる支援推進計画令和６年度～令和

10 年度』の策定し、更なる支援の拡充を図ることとなりました。 

 

 

２、意見公募（パブリックコメント）について 

 本計画の素案に対する町民の意見を広く収集して本計画に反映するため、ホームページ

等を活用してパブリックコメントを実施しました。 

 

■募集期間  ：2024 年 3 月 1 日～2024 年 3 月 15 日 

■募集方法  ：郵送、FAX、電子メール、持参にて意見を聴取 

■意見件数  ：０件 

 

３、計画 

（１）東伊豆町生きる支援推進計画 

 


